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中国における階層と教育格差の現状
―K民工子女学校での調査結果を中心に―
1.　はじめに
1990年代以降、中国において教育における階層間格差が顕著になっている。その格差
の実態とその背後で作動している原理を明らかにすることは本稿の狙いである。具体的
には、まず階層がどのように作られているのか、各階層と教育の現状はどうなっている
のかを整理し、次に最下層の民工子女の学習生活と進路意識を調査データに基づいて検
討し、そして最後に格差を作り出したものを提示する。
これまでの研究は、1つは高等学校に関しては国際バカロレア導入の背景や実態に関
する考察、もう1つは民工子女教育に関しては民工子女就学難の現状に関する報告や義
務教育に関する政策の変化と問題に着目し、その検討と提案に終始しているものである。
本研究は、都会の各階層の教育戦略を整理・比較し、さらに実態調査を通して、民工子
女学校の子どもたちの学校生活や進路展望を分析の射程に入れる。それを通して、都会
における階層と教育の格差の全体像を把握し、その格差をもたらしているものとは何か
を析出し、さらに各階層がいかに再生産されていくかを明らかにする。
なお、本校で用いるデータはおもに筆者が2013年3月に上海、南京、長春で国際バカ
ロレアのカリキュラムを導入している名門高校での実態調査の結果、2014年9月に広州
の民工子女学校での調査結果および2014年12月民工子女に対するアンケート調査の結果
である。
2.　都会における新しい階層の創出
中国では中華人民共和国成立後、社会主義社会を標榜していた通り、それまで存在し
ていたブルジョワ階級や地主階級の資産や特権が剥奪され、社会の平等化を図られてい
た。加えて、経済的貧しい時期が長く続いたため、1950年代から1970年代までには、顕
著な階層や階層間格差は存在していなかった。
1980年代に入ると、鄧小平政権により「改革開放」政策が打ち出され、経済の発展に
雲川　けいか
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力を入れるようになる。また、教育においては、経済発展の担い手としての人材の育成
に重きを置かれるようになる。その時、国が貧しく、財力が限られていたため、平等よ
りも効率と能力が重視せざるを得なかった。それはいわゆる能力主義の時代で、たとえ
貧しくても、成績が良ければ、良い学校に入れることができる。
当時全国において、初等教育から中等・高等教育まで、学校が再編され、重点学校と
普通学校とに分けられていた。重点学校はエリート学校であり、そこに公的資金が重点
的に投入され、優れた施設・設備を整え、優秀な教員が配属される。そこで学ぶ生徒は
全地域から試験によって選抜された者のみである。成績の良い生徒が重点学校で優れた
教育を受けることができる。また大学に受かったら、無償で教育を受けられるだけでな
く、生活費（助学金と呼ばれる）まで支給される。卒業したら、エリートの道が保障さ
れる。当時階層に関係なく、努力すれば報われる。つまり、能力主義・業績主義が貫徹
していた時代である。
90年代の後半より、市場経済が唱えられ、経済が急速に成長し始める。しかしその成
長には均衡な発展に至らず、地域間に大きな格差が生じている。沿海地域は飛躍的な発
展を遂げつつあるが、内陸地域、西部地域はかなり後れをとっている。また、地域内に
おいても、都市と農村に厳然たる格差が見られる。経済成長の波にうまく乗れた人々と
そうでない人々の間にも収入の格差が顕著になり、貧富の格差が拡大してきている。そ
れは所得分配の不平等さを測る指標とするジニ係数を見れば一目瞭然である。図1が示
しているように、中国のジニ係数は、1985年には0.26であったのが、90年代から上昇し、
90年代の半ばから0.44に達し、その後さらに上昇し、2005年には0.48にも達している。
ちなみに、イギリスのジニ係数は0.326、日本は0.314、ドイツは0.277となっている。そ
れらの国と比較すると、中国の貧富格差が深刻であると言わざるを得ない。
図1　中国のジニ係数
このような経済・収入の格差は新しい階層を作り出している。それが、富裕層である。
世界最大のビジネス誌『Forbes』（中国語版）の最新2015年調査結果1 によると、2014
年中国の富裕層の人数はすでに1388万人に達している。都会において富裕層と市民層と
1 『2015中国大众富裕阶层财富白皮书』によるものである。
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いう階層の分断が顕在化するようになっている。富裕層は、その財力で何もかも手に入
れられる。とりわけ子どもに良い教育を与えることができる。
しかし中国の場合、とくに都市部では、収入以外にも、さらに戸籍によって新しい階
層が作り出されている。それが民工層である。中国の戸籍制度は1950年代に作られた人
口の移動を制限するためのものである。その戸籍は、血縁関係と地理的位置により、都
市戸籍と農村戸籍に分かれる。戸籍は就職、教育、住宅、医療、社会保障などに密接に
関連している。戸籍を変えることも、また移動することも一般的にできないことになっ
ている。子どもはたとえ都会で生まれ育ったとしても、親が農村戸籍であれば、親と同
じく農村戸籍になり、義務教育も戸籍所在地でしか受かられない。経済発展の不均衡が、
地域間格差や都市と農村の格差をもたらしているため、中部・西部地域の人々、そして
農村地域から大量の農業従事者は大都会・沿海地域へ出稼ぎに押し寄せるようになる。
彼らは、「民工」（農村からの出稼ぎ労働者）と呼ばれている。90年代、約1億5千万人の
農民たちが都市に流入したと言われている。その後さらに増加している。2014年5月11日、
中国国家統計局が公布した「2013年全国農民工監測調査法報告」によると、2013年全国
民工数は2.69億人に達している。民工の平均年齢は37.6歳、その8割は中卒と高卒である。
もともと都会で暮らしている都会人は当該都市の市民権を有し、特権的な市民層となっ
ている。よその地域、とくに出稼ぎに押し寄せた農民たちは、民工層を形成している。
民工は、単純労働者として働き、都会に住んでいるにも関わらず、身分が農民であるた
め、市民が享受している年金制度、医療保険制度、教育権などを享受することができな
い。
市民は、公務員やホワイトカラーの人が多く、当該都市の社会保障を受けられ、子ど
もも公立学校に入れる。市民と対照的に、民工層は社会の底辺で日雇いや短期雇用の肉
体労働者として働き、安い給料で不安定な生活を強いられているだけでなく、子どもも
公立学校に就学することができない。
階層の分断とともに、90年代から教育においても大きな変化が生じるようになってい
る。それは教育にも市場原理が導入され、教育の産業化が進められることでなる。その
結果、私立学校（民営学校と呼ばれている）が現れ、また公立の学校も様々な名目で教
育費を徴収するようになってきている。私立学校は、富裕層の需要に応じる「貴族学校」
と民工層の需要に対応する民工子女学校とに大きく分けられる。結果として、富裕層の
子どもは「貴族学校」に、市民の子どもは公立の学校に、そして民工の子どもは民工子
女学校に入り、教育も階層によって分断されることになっている。
3.　それぞれの階層と教育
収入や戸籍制度によって富裕層、市民層、民工層が作り上げられているだけでなく、
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教育もまた階層によって異なっている。それは階層別に入れる学校、受けられる教育の
質、さらには将来展望まで違ってくる。以下ではそれを具体的に検討する。
3.1　富裕層と「貴族学校」やIBクラスーグローバルエリートへ
都会の富裕層の子どもは、名門の公立学校に入れなければ、「貴族学校」と呼ばれて
いる私立学校に通う。「貴族学校」は一流の施設設備と学習環境、優れた教育サービス、
高額な学費が特徴とする。費用が高いため、金持ちの子どもしか入れないことから、「貴
族学校」と揶揄されている。もちろん、イギリスの貴族学校をモデルにしている学校が
存在していることも事実である。
地域や学校にもよるが、公立高校の学費は年間4000元位（7万円位）である。それに
対して、「貴族学校」の学費は年間2万元以上（40万以上）、高いところは、年間15万元
から20万元（約300万円から400万円）となっている。「貴族学校」は海外の教材を採用
したり、ネーティブの先生による英語の教育を強化したり、また国際バカロレアカリキュ
ラムを実施したりする。「貴族学校」に入る際、学力が問われることもなく、通えるの
は限られた一部の富裕層の子女である。そこで教育を受けた子どもたちはほとんど欧米
の大学への進学を目指している。
また教育の国際化が叫ばれる中、有名な私立高校だけでなく、大都会の一部の名門公
立高校でも、IBクラス（国際バカロレアカリキュラムを実施するクラス）を設けている。
たとえば、全国でも有名な上海復旦大学付属中学校、南京師範大学付属中学校、中国人
民大学付属中学校、東北師範大学付属中学校において、IBクラスが開設されている。
IBクラスと普通クラスとでは、カリキュラム、教育方法、教師、学費などがまったく
異なっている。IBクラスで教えているのは、中国語を担当する中国人を除いて、ほと
んどは外国籍の教師である。そこでは、国際バカロレア機構（IBO）のプログラムが実
施され、英語による教育が行われている。学校の休み期間は、グローバル的な視野を広
げるため、生徒は海外に行き、見学したり、ボランティア活動をしたりして、国際理解
も深めていく。IBクラスの学費は、年間150万円から200万円かかる。そのほか、教材費、
寮費、旅費などは年間100万位必要となる2。ここに入れる生徒は、成績がトップでなけ
ればならないし、また高額な費用を負担できる経済力がなければならない。IBクラス
で勉強すれば、国際的に認められる大学入学資格を手に入れられ、海外の有名な大学に
進み、将来は国際社会で活躍するグローバルエリートになっていく。
3.2　市民層と名門学校—公務員やホワイトカラーへ
中国の初等教育、中等教育を担う学校はもともとほとんど公立の学校である。ただし
2 2013年3月の聞き取り調査によるものである。
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都市と農村とでは、施設設備も教育の質も大きく異なっている。都会の公立学校は、施
設設備も環境も、そして教員の質も高い。また1980年代から能力主義の流れの中で、学
力の向上に力を入れてきたため、進学率もきわめて高い。市民の子どもたちは生まれな
がら教育環境に恵まれていると言えよう。さらに豊かになった市民たちは、子どもによ
り良い教育を与えるため、公立学校の中でもとりわけ「重点学校」に我が子を入学させ
ようとする。
「重点学校」とは、1980年代につくられたエリート学校であるが、90年代以降、「効率」
よりも「普及」が強調され、義務教育の普及が重視されるようになり、義務教育段階に
おいては、学区制が導入される。それにより、子どもたちは基本的に居住している学区
の学校に通うことになっている。「重点学校」の役割は一応終わることになったが、重
点学校の施設設備や学習環境はそのまま維持されている。それまでの「教育神話」を信
じ、重点学校に入学しようとする人々意欲はますます高まっている。もちろん、この時
期から教育に市場原理が導入され、教育の産業化が推し進められてきたため、重点学校
もまた持っている教育資源を利用して、学校の規模を拡大したり、募集人数を増やした
りして、資金作りをしている。余裕資金があれば、教育環境がますますよくなり、教員
の待遇もほかの学校より良くなり、優秀な教員が集まってくる。
市民は競い合って他学区にある重点学校に自分の子どもを入学させようとする。その
ため取っている戦略とは、1つは、重点学校所在地区の住宅を購入し、そこに移転し、
入学資格を得る。結果として当該地区の住宅を高騰させることになっている。もう1つは、
何とかしてコネをつけて、学校に多額の寄付金を払い、特別に入学を認めてもらうこと
にする。これはいわゆる裏口入学である。寄付金は何万元～何十万元（100万から数
百万円）と言われている。これは重点小・中学校の状況である。
高等学校の場合、歴然としたランクづけがされている。生徒は、重点小中学校で懸命
に勉強し、重点高校の入試に臨む。ここでは、まず本人の学力で勝負する。生徒を募集
する高等学校側は、定員を二種類に分け、地域や学校にもよるが、およそ成績の上位か
ら三分の二を通常生とし、通常の学費を払えば、入学することができる。合格者ライン
に達した残りの三分の一生徒を選択生とする。選択生とは、一応志望校の合格ラインに
は達したが、成績は合格者の中に下位の三分の一に入っているため、選択生として志望
校を選択することも、または通常生としてランクの低い高校を選択するも可能である。
選択生として志望校に入学する場合、学校に授業料のほか学校選択費を払わなければな
らない。選択生は通常生より三、四倍位の費用を払うことになる。それにもかかわらず、
保護者たちは競って選択費を支払い、子どもを重点高校に入学させる。もちろん払えな
い家庭も存在している。払えない場合、より低いランクの高校に入る。
このように、学校側は、有利な教育資源を利用して、優秀な生徒を募集すると同時に、
選択生をも受け入れる。まず学力で勝負することは、業績主義である。次に選択生を作
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り出し、コネと経済力を持つ受験生を受け入れることには、市場原理が働いていると言
えよう。
市民の子どもは教育水準の高い公立学校、とくに有名校で勉強し、一流の大学に入っ
ていく。また卒業したら、親と同じく公務員やホワイトカラーになっていく。
3.3　民工層と民工子女学校―民工二世へ
では社会の底辺層で暮らしている民工層の子女の教育はどうなっているのでしょうか。
都会に出稼ぎに押し寄せた民工は、多くの場合、子どもを連れて家族で移住してきて、
都会で暮らすことになる。民工は、工事現場や中小工場（作業場）で単純労働者として
働く人が多く、短期雇用でしかも低賃金で、不安定な生活を強いられている。その上、
都会の市民でないため、当該市での医療保険に加入することもできなければ、社会保障
も受けられない。とりわけ、子どもの教育難という問題に直面することになる。親とと
もに農村から都会へやってきた学齢児童は、都会と農村、市民と民工子女という越えら
れない壁にぶつかってしまう。彼らは、公立小中学校から排除されている「非戸籍」児
童・生徒となっている。
中国では、もちろん義務教育は実施されてはいるが、ただし戸籍所在地で受けなけれ
ばならないことになっている。そのため、民工子女は、都市戸籍がないため公立の小中
学校に入ることができなく、就学困難な状態に陥っている。彼らは、いわば市民権を有
さない居住者となっている。それゆえ、就学すべき年齢になっても、都市戸籍がないと
いう理由で、都会の公立学校から拒否されている。ただしコネがあれば、寄付金等を払
うことで入学できる場合もある。
都会において、義務教育期の生徒総数に占める民工子女の割合は30％以上となってい
る。民工子女学校も多く現れているが、多くの学校は認可されていないものである。そ
の数は政策の変化や景気の善し悪しにもよるが、一番多い時は、北京市には民工子女学
校は300校、上海には500校以上もあると言われている。施設設備も教育質も悪いため、
強制的に閉鎖されてしまう学校も多い。
こうした状況の中で、1992年に「義務教育法実施細則」が制定され、第14条に基づい
て、学齢児童が戸籍所在地以外で「借読」（戸籍地以外の地域の学校を借りて勉強する
こと）を申請することができることになっている。この制度により、「借読費」を支払
わなければならない。その「借読費」の額は地域によって、また学校によって異なって
いるが、低賃金の農民工にとっては大変な負担となっている。それにもかかわらず、中
小都市では、「借読費」を払えば、受け入れてくるケースもあるが、大都会の公立学校
は民工子女を受け入れようとしないのである。
2004年に新しい政策が打ち出され、同年の秋から「借読費」の徴収ができなくなった
が、公立学校は収容力がないという理由で依然民工子女の就学を拒否する。一部の都市
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では、条件付けで公立学校に入れるようになっているが、公立学校への入学条件が厳し
く、それをクリアできず、民工学校に通わざるを得ない人も多い。
第五回国勢調査の結果による、全国の流動人口は1.2億人以上になり、親と一緒に都
会に入った民工子女は約2000万人いる。就学できていない子どもは9.3％に達していて、
約200万人の民工子女は在学していない3。民工子女が直面している就学問題は深刻であ
る。これが大きな社会問題として注目されているため、中央政府も動き出し、2006年に
『義務教育法』が改正され、学齢児童は教育を受ける権利があり、民工子女も例外では
ないとされるようになっている。また第12条によると、親あるいは保護者が非戸籍所在
地で働き、居住している学齢児童は居住地で義務教育を受けることができる。現地の地
方政府は彼らに対して平等な義務教育環境を提供すべたとされている。しかし、民工子
女に義務教育を提供するには、莫大な教育費が加算されるし、また農村人口が大量に入っ
てくることも予想される。そのため、地方政府は様々な対抗策を講じている。民工子女
に対して、公立学校に就学したい場合、親の「雇用契約書」、「暫定居住許可書」などの
書類の提出を求める。それらの書類は出稼ぎ労働者にとって、簡単に取得できるもので
はない。多くの民工子女は依然公立の小中学校から排除され、私立の民工子女学校に入
らざるを得ないのである。
最初の民工子女学校は、廃棄工場などを借りて作った簡易学校で、劣悪な施設と低い
レベルの教育が問題視されていて、政府によって閉鎖されることになる。そのうち、市
場の需要に応じて、中小工場が集中いている地域に私立の学校が現れることになってい
る。民工子女学校は施設設備においても、学習環境においても、教員の質においても公
立学校に比べられないほど劣っている。民工子女は、彼らを対象とする民工子女学校で
勉強し、親と同じく民工二世になっていく。
4.　民工子女学校の現状―広州市にあるK小学校を事例に
では民工子女の学校生活の実態や進路展望はどのようになっているかを次に広州市で
の調査データに基づいて検討してみよう。
4.1　広州市の小中学校の設置状況
広州市は中国の三大都市の1つであり、政治の中心地北京から遠く離れているため、
人々は政治よりも経済に関心がある。また香港に隣接していることから、海外からの投
資がいち早く入り、経済が著しく発展を遂げてきている。発展が速いだけに、大量の労
働力が必要となる。そのため、全国の50％の出稼ぎ労働者は広州に集まっていると言わ
3 「农民工子女教育存在问题及对策分析」（2012.3.5 论文网）によるもの。
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れている。市の人口の50％はよその地域から来たもので、多くは農村からの民工である。
同市で半年以上就業している民工は300万人以上となり、連れてきた学齢児童は約43万人
もいると推定されている。また民工子女は広州市の学齢児童の三分の一を占めている4。
民工子女の多くは、彼らを対象とするいわゆる民工子女学校という私立の学校で勉強し
ている。とくに小学生はその傾向が顕著である。
市政府は、最初から私立学校の設立を容認・奨励し、それから徐々に規範化を図って
いく。現在は市教育局の統計によれば、義務教育段階の私立学校は347校（一貫校を含む）
ある。ただし、図2と図3（一貫校が含まれていない）に示されているように、私学は特
定の区に集中していることがわかる。
図2に示されているように、私立小学校は白雲区に80校もあり、区小学校の4割をも占
図2　広州市各区にある公立、私立別の小学校数
出典：広州市2014年義務教育標準化学校建設統計一覧表より
図3　広州市各区にある公立、私立別の中学校数
出典：広州市2014年義務教育標準化学校建設統計一覧表より
4 筆者2014年9月に広州での聞き取り調査によるものである。
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めている。天河区に15校、それから海珠区に、番禺区に各14校となっている。市の中心
地である越秀区には1校もない。また図3によって中学校の学校数と所在地を見ると、私
立の中学校も白雲区に一番多く、19校となっている。これは、ここは工業地帯で、民工
はそこにある中小工場で働き、居住しているためである。
もちろん少数の「貴族学校」を除いて、私立学校の多くは、公立の小中学校と比べる
と、学校環境も施設設備もかなり劣悪的である。これは学校設置基準に達している比率
を示している図4からも読み取れる。図4によれば、公立の場合、郊外地区の番禺区、夢
岡区の二区のみ設置基準に達している比率はそれぞれ95.97％と97.6％とないっている
が、他の地区の公立学校は全部100％基準に満たしている。それに対して、私立は南沙
区を除いて、設置基準に達している比率が低い。とくに海珠区も荔湾区もわずか
21.43％しかなく、非常に低い。また、私立学校の多い白雲区の比率は36.5％であり、か
なり低いと言えよう。
民工子女はほとんど公立の小学校に入れないので、民工子女学校に通っている。ただ
し、コネがあれば、公立学校に受け入れてもらえる場合がある。その際、レベルの高い
小学校には、15万から18万元の寄付金、普通レベルの小学校にも3、4万元の寄付金を払
う必要があるという。寄付金の50％は教育局の取り分となるが、残りの50％は学校のも
のとなる。民工子女小学校を卒業したら、10％の生徒は公立中学校に進学することがで
きる。それは、公立中学校は高校への進学率を高めるため、民女子女から成績の良い生
徒をとり、学校の競争力を向上させたいからだという。また公立の高校は大学への進学
率を上げるため、8％の入学枠を設け、非戸籍者の中から優秀な生徒を募集する5。
図4　設置基準に達している学校の比率（％）
出典：広州市2014年義務教育標準化学校建設統計一覧表より
5 筆者2014年9月に広州での聞き取り調査によるものである。
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学費については、公立の小中学校は2008年から無償となっているが、私立の小中学校
の学費は学校によって異なっているが、しかも年々上がっている。民工子女学校では、
設立当初は一学期800元から1200元（2万円位）で、年間は約4万円程度であったが、現
在は10万円から20万円位である。
4.2　K民工子女小学校の現状
筆者は2014年9月に海珠区にあるK民工子女小学校で聞き取り調査をした。民工子女
学校の中で、K小学校のレベルは中の上である。
学校に行く前日はK小学校所在地区のホテルに泊まり、そこは高層ビルが林立し、しゃ
れた近代的な町である。ホテルからK小学校まで歩いて行けるはずだが、ホテルのスタッ
フに所在地と道を聞いても、誰もその小学校を聞いてことがないと言う。タクシーを拾っ
て行こうと思ったら、場所も道も分からないと乗車拒否された。仕方なく校長先生に電
話をし、迎えに来てもらった。K小学校はそのしゃれた近代的な町の裏側のほうにある
が、全く別世界なので、驚いた。ここは市内のスラム街とも言える地域で、古い中小工
場やぼろぼろの住宅が乱立している。K小学校は古い工場と店や住宅に囲まれていて、
3つの建物と小さい運動場によって構成されている。よく見ると、校門には確かに番地
など書いていない。
K小学校は2014年の時点ですでに開校して16年目になる。建物は借りたもので、賃料
は年間60万元（約1000万円）であるが、毎年10％値上がるという。生徒数は1500人位で、
男子生徒が多い。教員は85人で、女性の先生が多い。教員と学生の比率は1：18となっ
ている。教員の給料は公立学校の教員の二分の一であるため、広州市出身の教員はいな
い。教員はほとんど田舎から来た教員免許を持つ人々である。
学費については、学校が毎年徴収額を決めて申請書を提出し、教育局が指導し、物価
局が審査・許可することになっている。徴収額はクラスのタイプによって異なっている
が、通常年間6000元ほど（10万円位）である（表1を参照）。ほかの費用は表2によって
わかるように、放課後、生徒の面倒を見てもらうには、年間640元の托管費が必要となる。
それから食事代やスクールバス代もかかる。
表1　K小学校の年間の学費（元）
タイプ 年間の学費 条件
普通クラス  6400元 なし
特色クラス  7200元 成績による選抜
実験クラス 13000元 なし
表2　ほかの費用（年間）
放課後の托管費  640元
朝食、昼食代 2800元
スクールバス代 3000元
中国における階層と教育格差の現状　―K民工子女学校の調査結果を中心に―
─ 59 ─
生徒の大半は学校の近くに住んでいる。生徒の70％は自分で学校に通っているが、
10％はスクールバスを利用しており、残りの20％は保護者が毎日送迎している。
この学校は、民工子女を対象としているが、学校内ではさらにクラス分けをし、差異
化教育を行っている。最初は普通クラスと特色クラスというクラス分けをしていて、
2013年からはさらに実験クラスをも設けている。学費もクラス別に設定されている。普
通クラスと特色クラスの分け方は、入学する際にテストを実施し、成績の良い子が特色
クラスに振り分けられる。特色クラスでは、レベルの高い教員が教え、英語の授業もあ
る。卒業したら、良い中学校に進学することが期待されている。とくに公立中学校に入
ることができれば、学校の進学実績にもつながる。そのため、学費は、普通クラスで
6400元、特色クラスで7200元、ごくわずかな差しかない。このようなクラス分けには競
争原理が働いていると思われる。2013年から市場の需要に応じて実験クラス6 を設ける
ようになった。というのは、自営業を営んでいる人は、相対的に経済的余裕があるから、
よりよい環境で教育を受けたいという欲求がある。それに応えるため、実験クラスが設
けられることになったという。実験クラスの定員は40人位で（普通クラスは48人）、学
校で一番優秀な教員が実験クラスに配置されている。さらに、教室がきれいで、エアコ
ンもある。亜熱帯に位置する広州はとても暑い。エアコンがあると、子どもたちが勉強
に集中することができる。教卓にはノートパソコンもある。教室の両側には図書棚が置
かれていて、図書が並べられている。ネーティブの先生（アメリカ人、非常勤）が英会
話の授業を担当している。これらは普通クラスや特色クラスには用意されていないもの
である。
実験クラスに入る際、試験による選抜はなく、授業料を払える経済力さえあれば、誰
でも無試験で入れる。K小学校で勉強する際、学費のほかにかかる費用は表2に示され
ている。各種費用を合わせると、普通クラスに通うには、年間12000元以上（約20万円）
が必要となり、特色クラスでは13000元（約22万円）で、実験クラスでは約2万元（約40
万円）がかかる。ちなみに、広州市の最低賃金の基準は月1550元で、生徒の父親と母親
両方の総収入は月約4000元位（7万円程度）だという。実験クラスと他のクラスとの分
け方には、市場原理が働いていると考えられる。
以上からわかるように、学校内の差異化にも競争原理と市場原理が同時に導入されて
いるのである。
6 中国では、よくエリート学校は実験学校、エリートクラスは実験クラスと名付ける。
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4.3　民工子女の生活と意識 ―アンケート調査の結果から
図5　生徒の性別
以下では、民工子女の基本状況、成績の自己評価や進路意識を簡単なアンケート調査
の結果から見てみよう。調査は学校側が生徒の状況を把握するため、2014年12月に4年生、
5年生、6年生を対象に実施したものである。
まず、基本状況について見てみよう。
図5からわかるように、性別の構成を見ると、男子生徒が圧倒的に多く、6割となって
いる。これは中国の農村地域での男尊女卑の意識の強さを反映しているのであろう。計
画出産の政策により、二人しか産めないため、人々は意図的に男児を選んだ結果であろ
う。
次に図6によって生徒の出自を確認しよう。現在在学している生徒はもともとこの学
校で勉強している者は3割程度であるが、農村小学校から来た者は32％、ほかの町の小
学校から来た者は20％、その他の私立学校から転校してきたのは15％となっている。つ
まり、約7割の生徒は転校してきた者であり、とくに農村から来た子どもが多いことが
明らかとなる。
生徒の34％は広東省内の各地から来た者であるが、6割以上が他の省からやってきた
図6　この学校に入る前に通った学校
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者となる（図7）。広州での滞在年数は、3年以下は31％であるが、10年以上の者も21％
となっている（図8）。つまり、来たばかりの子どもは学校を見つけるができなくて、仕
方なくここに入学したとしても、10年以上滞在した子どももこの学校に入学することが
余儀なくされているのである。
では生活状況について見てみよう。まず広州での生活が好きかどうかについて見た場
合、「なんとも言えない」と答えている生徒は66％となっているが、「広州での生活が好
き」と思っている生徒は14％となっていて、かなり低い。それに対して、故郷での生活
が好きだと言う生徒は20％で、やや高くなっている。これはやはり自分の置かれている
環境に対する不満によるものだと思われる。また今の学校生活に関しては、はっきりと
「好き」と答えた生徒は59％となっているが、「なんとも言えない」と回答した生徒は
40％以上となっている。多くの生徒の学校生活に対する満足度は決して高いとは言えな
いのであろう。そして自分の勉強に対して、保護者の要求が「厳しい」は28％で、「か
図9　広州での生活が好きですか
図7　生徒の故郷 図8　広州での滞在年数
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なり厳しい」が66％で、両方合わせと9割以上の保護者は子どもの勉強をとても重視し
ていると言えよう（図11）。
次に成績の自己評価については（図12）、「上位」だと評価している生徒は13％となり、
かなり少ない。また「下位」だと認識している者は41％となっている。成績に対する自
己評価は低いと言えよう。さらに、成績の自己評価と以前通った小学校のタイプとの関
連を見ると（表3）、「農村小学校」であった場合、成績「上位」はわずか7.3％で、成績「下
位」は52.7％となっているが、「他の町の小学校」であった場合、成績「上位」は17％で、
成績「下位」は28.6％％となっている。実はこれらの学校は公立であるが、学校環境や
教育の質には大きな差があり、町にある学校のレベルが高い。同じく公立の学校で勉強
していたとしても、町と農村とで生徒の学力の差が生じる。それは大都会に来ても、現
在の成績に響いてしまうことがわかる。次にほかの私立小学校から転校してきた生徒は、
成績「上位」はわずか11.5％で、成績「下位」は46.2％となっているが、最初からK小
学校に通っている生徒は、成績「上位」は17.5％で、成績「下位」は33.3％となっており、
図10　今の学校生活がすきですがか
図11　保護者の勉強に対する要求はどうですか
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K小学校の生徒のほうは成績が良い。K小学校が民工子女学校の中でもレベルがかなり
良いほうであるため、子どもたちはたとえ民工子女学校にしか入れないとしても、やは
りよりよい学校をめざして転校してきたと考えられる。
そして勉強の目的については、ほとんどの生徒は自分の未来と自分の夢を実現するた
めだと認識していて（図13）、ポジティブな考えを持っていることがわかる。
最後に生徒の小学校卒業後の進路展望を見てみよう。
まず、どこの中学校に進学するつもりかを見てみる。図14で示されているように、「広
州の中学校」33％、「故郷の中学校」12％となっているが、「わからない」と答える生徒
は55％で、最も多い。つまり、半分以上の生徒はどうするかが分からないのである。実
際、多くの生徒は故郷に戻っても世話してくれる人がいないし、都会に残っても、排除
される存在になるし、それで先が見えないと思われる。
次に小学校卒業後、どんな中学校に通いたいについて見ると（図15）、「私立中学校」
17％、「公立中学校」35％、「有名校」48％となり、私立中学校に進学したい生徒はかな
図12　成績の自己評価
表3　以前通った小学校と成績の自己評価
成績評価
以前通った小学校
合計
農村小学校 その他の私立学校
他の町の
小学校 本校のみ
上位
4 3 6 10 23
7.30％ 11.50％ 17.10％ 17.50％ 13.30％
中位
22 11 19 28 80
40.00％ 42.30％ 54.30％ 49.10％ 46.20％
下位
29 12 10 19 70
52.70％ 46.20％ 28.60％ 33.30％ 40.50％
合計
55 26 35 57 173
100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％
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り少ない。多くの生徒は公立学校、とくに有名校（中国の場合、有名校はほとんど公立
である）に行きたい。つまり、今後の進路がどうなるかが読めないが、気持ちとしては
公立学校、名門校を望んでいることがわかる。
さらに、進路展望と以前通った小学校のタイプとの関連から検討してみよう。以前通っ
た小学校のタイプとの関連を見ると（表4）、はっきりと広州の中学校に進学したい人は、
農村小学校から来た者は25.5％、他の町から来た生徒は28.6％、最初から広州の学校に
通っているものは40％位で、かなり低い。また、故郷に戻って、地元の中学校に進学し
たい生徒も一割程度で、非常に少ない。半分以上の生徒、とくに以前農村小学校に通っ
た生徒は、今後の進学先がわからないと答えている。
また、どんなタイプの中学校に通いたいかを見ても、やはり以前通った小学校のタイ
プに影響されていることが明らかとなる。まず全体的に見ると（表5）、私立中学校に行
きたい人は2割以下で、少ないのであるが、有名校に進学したい人は、農村小学校から
図13　勉強は何のためだと思います（％）
図14　小学校を卒業したら、どこの中学校に進学するつもりですか？
中国における階層と教育格差の現状　―K民工子女学校の調査結果を中心に―
─ 65 ─
図15　小学校を卒業したら、どんな中学校に通いたいのですか？
表4　小学校を卒業したら、どこの中学校に通いたいのです？
中学校
以前の小学校
どこの中学校
合計
広州の中学校 故郷の中学校 分からない
農村小学校
14 8 33 55
25.50％ 14.50％ 60.00％ 100.00％
他の町の小学校
10 5 20 35
28.60％ 14.30％ 57.10％ 100.00％
その他の私立学校
11 1 14 26
42.30％ 3.80％ 53.80％ 100.00％
本校のみ
23 6 28 57
40.40％ 10.50％ 49.10％ 100.00％
合計
58 20 95 173
33.50％ 11.60％ 54.90％ 100.00％
表5　小学校を卒業したら、どんなの中学校に通いたいのです？
中学校
以前の小学校
行きたい中学校
合計
公立中学校 私立中学校 有名校
農村小学校
26 11 18 55
47.30％ 20.00％ 32.70％ 100.00％
他の町の小学校
12 4 19 35
34.30％ 11.40％ 54.30％ 100.00％
広州の他の私立学校
8 3 15 26
30.80％ 11.50％ 57.70％ 100.00％
本校のみ
14 11 32 57
24.60％ 19.30％ 56.10％ 100.00％
合計
60 29 84 173
34.70％ 16.80％ 48.60％ 100.00％
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来た生徒は32.7％、その他の小学校からの生徒は5割以上となっている。ここから、農
村からの子どもは低い進路展望を余儀なくされていることがわかる。
5.　まとめ
以上によって、中国における新しい階層の形成、各階層の教育戦略を概観し、また広
州市のK民工子女学校の状況、生徒の進路意識を分析した。以下では、その結果をまとめ、
考察する。
平等な社会を作ってきた中国は、90年代以降市場経済原理の導入により経済の発展が
遂げられ、富裕層が現れることになっている。また、都市化が進む中で、民工層が誕生
している。よって、都会では、大きく富裕層、市民層、民工層という3つの階層に分断
されている。
富裕層は、子どもを「貴族学校」や公立高校のIBクラスに通わせる。「貴族学校」で
勉強できるには財力で勝負する。公立高校のIBクラスに入るには財力のほか、高い学
力も必要となる。つまり、財力がある者は「貴族学校」で良い教育を受けられ、将来欧
米の大学に進学することができる。またずば抜けた学力と財力両方を持つ者は、公立高
校のIBクラスで一流教育を受けられ、欧米の名門大学を目指している。この2つのルー
トで富裕層子女は将来グローバルエリートになっていく。「貴族学校」で勉強できるこ
とは市場原理、公立高校のIBクラスで学べることは市場原理と業績原理が働いている。
つまり、富裕層の場合、学力の低い子どもは市場原理で押しあげられているのである。
市民層は子どもを公立の学校、とくに「重点学校」に通わせる。普通の公立小中学校
に入るのが市民の特権であるが、重点小中学校や重点高校への就学は、高い学力ととも
に、かなりの財力も必要となる。市民の子どもは特権で教育水準の高い公立学校、とく
に重点学校で勉強し、国内の一流大学を目指している。将来は公務員やホワイトカラー
になっていく。いずれにしても、特権のほか、競争原理と市場原理が作動していると言
えよう。
下層の民工層は、「非戸籍」者であるため、都会で暮らしているにもかかわらず、子
どもを私立の民工子女学校に就学させざるを得ない。ここで機能しているのは制度的排
除システムである。また民工子女学校の中で、さらにクラス分けをし、差異化教育を行っ
ている。成績によって普通クラスと特色クラスとに分けられていて、成績の良い生徒は
特色クラスで勉強し、よりよい教育が提供されている。またある程度の経済力のある生
徒を対象とする実験クラスをも設けられている。生徒は相対的に高い学費を支払うこと
で、快適な教室でレベルの高い教育が受けられる。つまり、民工子女学校のなかでも競
争原理と市場原理が働いているのである。
さらに民工子女学校で勉強している生徒の状況を見ると、多くの生徒は勉強の意味を
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よく分かっている。また、公立学校、とくに名門学校に進学したいと考えているが、今
後の進路先が分からないと言っている。中でもとりわけ農村から来た子どもが多く、彼
らは学力が低く、都会の生活に疎外感を感じているだけでなく、進路先も分からない環
境に置かれている。
もちろん、都会で民工子女がかならずしも完全に排除されているということではない。
小学校の場合、コネと財力があれば、公立の小学校にも入れる可能性がある。ただし、
民工のほとんどはそれを持っていない。中学校と高校に進学する際、ずば抜けた子ども
は成績で公立の学校に入れる。前者は市場原理、後者は業績主義が作動している。制度
的排除システムによって排除されている農村からの子どもたちは、市場原理や業績主義
を重んじる民工子女学校で学び、将来は親と同じく、民工二世しかなれないのであろう。
以上のように、中国の場合、階層間における教育格差も学校内における教育の差異化
も市場原理と業績主義が重視されているが、市民層と民工層との間にはさらに制度的排
除システムが働いている。財力を持たない、また教育環境にも恵まれない多くの民工子
女にとっては、教育による上昇移動はほとんどありえないことである。階層に対応した
教育によって、社会階層がそのまま再生産されていくのであろう。
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